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経済産業省ＨＰ

再生可能エネルギー ： エネルギー源として永続的に利用することができると
認められるもの。太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、
大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマス。

（エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律）
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（１）再生可能エネルギー
有望かつ多様で、重要な低炭素の国産エネルギー源。２０１３年から３年程度、導入を最大限

加速していき、その後も積極的に推進していく。 ①太陽光 ②風力 ③地熱 ④水力

（２）原子力
安全性の確保を大前提に、エネルギー需給構造の安定性に寄与する重要なベースロード電源。

原発依存度は、省エネ・再エネの導入や火力発電所の効率化などにより、可能な限り低減。

（３）石炭
安定供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源の燃料。地球全体で環境負荷の低減と

両立した形で利用していく必要。

（４）天然ガス
発電においてはミドル電源の中心的な役割。供給源多角化などによるコストの低減、産業分野

などにおける天然ガスシフトを着実に促進。

（５）石油
今後とも活用していく重要なエネルギー源。供給源多角化、産油国協力、備蓄等の危機管理の

強化、原油の有効利用、運輸用燃料の多様化、調整電源としての石油火力の活用等とが不可欠。

（６）ＬＰガス
ミドル電源として活用可能。緊急時にも貢献できる分散型のクリーンなガス体のエネルギー源。

エネルギー基本計画、H26.4、第2章 第2節
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（１）二次エネルギー構造の中心的役割を担う電気
電気は、多様なエネルギー源を転換して生産することが可能で、利便性も高く、今後も電化率は

上がっていくと考えられる。二次エネルギー構造において、引き続き中心的な役割。

低廉で安定的なベースロード電源と、需要動向に応じ出力を機動的に調整できるミドル電源、

ピーク電源を適切なバランスで確保し、再生可能エネルギー等の分散電源も組み合わせる。

節電や、空調エネルギーのピークカットなどピーク対策の取組を進めることで電力の負荷平準化

を図り、供給構造の効率化を進めていく。

（２）熱利用：コージェネレーションや再生可能エネルギー熱等の利用促進
最終エネルギー消費の現状においては、熱利用を中心とした非電力での用途が過半数を占め

ている。エネルギー利用効率を高めるためには、熱をより効率的に利用することが重要であり、

そのための取組の強化が必要。 コージェネレーションは最も効率的に活用する方法の一つ。

太陽熱、地中熱、雪氷熱、温泉熱、海水熱、河川熱、下水熱等の再生可能エネルギー熱をより効

果的に活用していくことも、エネルギー需給構造をより効率化する上で効果的な取組。

（３）水素：“水素社会”の実現
将来の二次エネルギーでは、電気、熱に加え、水素が中心的役割を担うことが期待される。

エネルギー基本計画、H26.4、第2章 第2節
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自然の温度差エネルギー

①地中熱

②地下水熱

③河川・海水熱

都市の排熱エネルギー

④下水熱

⑤都市排熱
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地中の温度が外気温に比べて年間を通して一定温度であることから、その温度
差を利用して空調の冷熱源・温熱源、給湯等に利用するもの。

・日本中どこでも、天候に左右されず安定的に利用できることから、都市域だけでなく地方・郊外に

おいても活用可能である。

・地中へ採放熱することから、過度な出力負荷をかけると地中温度の大幅な変動を招き、周辺の

第三者の利用を阻害する等の支障を生じる可能性がある。

・地盤の熱特性や地下水流動状況等により熱交換効率が左右される。

・「自然公園法」「地滑り等防止法」「大深度地下利用法」等に留意が必要である。

左：地中熱利用にあたってのガイドライン
右：環境省パンフレット
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環境省パンフレット
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地下水の温度が外気温に比べて年間を通して一定温度であることから、その温
度差を利用して空調の冷熱源・温熱源、給湯等に利用するもの。

・熱容量が大きい地下水を利用できることから熱効率が極めて高く、揚水規制等の制約の無い

地域では、低コストで有利な温度差利用である。

・地下水利用後の地中還元のために定期的な井戸内のフラッシングが必要な場合や、揚水井より

も多数の還元井を必要とする場合がある。

・地下水利用後に放流する場合は、放流先への水量・水質両面の配慮が必要である。

・地下水利用にあたっては「工業用水法」「ビル用水法(建築物用地下水の採取の規制に関する

法律)」「条例等に基づく規制等」「地盤沈下防止等対策要綱」等に、放流にあたっては「水質汚

濁防止法」「下水道法」等に留意が必要。

地中熱利用にあたってのガイドライン
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地中熱利用促進協会ニュースレター No.201
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河川・海水の温度は外気温に比べて年間を通して安定していることから、その温
度差を利用して空調の冷熱源・温熱源、給湯等に利用するもの。

・熱容量が大きく、高い熱交換率が期待できるが、熱源（河川・海）から離れるほど熱源水管の敷設

コストが上昇して経済性が悪化するため、熱利用は河川や海の近傍に限定される。

・腐食対策や浮遊物の除去に係るメンテナンスコスト（オートストレーナ等の定期的な清掃等）や、

河川の流水占用料や取排水管を設置した土地の占用料等を要する場合がある。

・「河川法」「環境基本法」「水質汚濁防止法」「熱供給事業法」「河川管理施設等構造令」、また、

公共性や河川機能への影響等にも留意する必要があり、河川水使用の手続き等が煩雑。

河川水熱エネルギー利用に係る河川環境影響検討指針（案）日本熱供給事業協会 資料
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河川熱利用（地域冷暖房）

・箱崎

・富山駅

・中之島三丁目

・天満橋一丁目

海水熱利用（地域冷暖房）

・中部国際空港島

・大阪南港コスモスクエア

・サンポート高松

・シーサイドももち

日本熱供給事業協会 資料
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下水の温度は外気温に比べて年間を通して安定していることから、その温度差
を利用して空調の冷熱源・温熱源、給湯等に利用するもの。

・都市内に安定的かつ豊富に存在するため、都市域の熱需要家との需給マッチングの可能性は

比較的高く、また、都市排熱のリサイクル利用あるいはカスケード利用の側面もある。

・下水処理場あるいは安定した水量のある下水幹線・主要枝線の近隣に利用が限られる。

・現状は下水道施設等の公共施設の冷暖房・給湯利用が主で、広域利用や民間利用は未普及。

・民間事業者は、下水を取水して熱利用することは可能だが、下水管路内に採熱設備を設置する

ことは禁止されており、管路内設置型の導入可否は下水道管理者の判断に左右される。

下水熱利用プロジェクト推進ガイドライン（案）
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下水熱利用プロジェクト推進ガイドライン（案）

仙台市 ヨークベニマル店舗 （管路内設置型）

「後楽一丁目地区」地域冷暖房



日本熱供給事業協会 資料
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都市排熱が10～40℃と低温であることから、ヒートポンプの熱源として地域熱供
給事業等に活用するもの。

・都市排熱の発生場所には、業務用建物、住宅、地下鉄・地下街、変電所・変圧器等がある。

・大規模駅舎、大規模商業施設あるいは大規模変電所の周辺に利用が限られる。

・工場排熱の利用例は多いが、ビル・地下鉄・地下街等の廃熱利用は未普及。
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左：日本熱供給事業協会 資料
右：まちづくりと一体となった熱エネルギーの有効利用に関する研究会資料
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①利用形態

②普及状況

③経済性

④導入事例

⑤補助制度

⑥導入の留意点

⑦普及上の課題
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環境省パンフレット
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環境省パンフレット
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環境省パンフレット
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環境省パンフレットに加筆
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地中熱利用にあたってのガイドライン
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環境省パンフレット
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平成２５年度 地中熱利用の普及方策の構築検討委託業務 報告書
株式会社建設技術研究所、H26.3
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平成２５年度 地中熱利用の普及方策の構築検討委託業務 報告書
株式会社建設技術研究所、H26.3

稼働率の高い公共施設への導入の検討例（病院など）
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長野、2010
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環境省パンフレット

28

環境省パンフレット
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ＪＲ東日本ＨＰ福島駅「エコステ」モデル駅
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酒田市ＨＰ
2014.2.4読売新聞酒田市新庁舎
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地中熱利用促進協会ＨＰ
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経産省ＨＰ
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環境省ＨＰ
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官庁施設における地中熱利用システム導入ガイドライン(案)、国交省、H25.10

環境省補助要件



35

熱応答試験（サーマルレスポンステスト／ＴＲＴ）
左：官庁施設における地中熱利用システム導入ガイドライン(案)、国交省、H25.10
右上：地中熱ヒートポンプシステム、北海道大学地中熱利用システム工学講座著
右下：「緑の分権改革」推進事業 再生可能エネルギー導入可能性調査、長野県、H23.3

TCP/TRTとした場合の深度分布の評価例

TRTによる有効熱伝導率の評価方法
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地中熱利用にあたってのガイドライン
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地中熱利用にあたってのガイドライン
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・ コスト

・ 認知度

・ 国及び地方の施策

・ 技術開発

・ 地質情報整備

・ 環境影響評価

・ 技術の普及

平成２５年度 地中熱利用の普及方策の構築検討委託業務 報告書
株式会社建設技術研究所、H26.3 を元に作成
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省エネ・再エネ東京仕様、東京都、H26.6

多様な再生可能エネルギーの利用推進

太陽光発電設備に加え、太陽熱、自然の風、
地中熱などの再生可能エネルギーを利用する
設備の導入を推進。


